
様式 １　公表されるべき事項

国立大学法人東京医科歯科大学の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成２４年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　② 役員報酬基準の改定内容

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

２　役員の報酬等の支給状況

平成24年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

19,600 11,747 5,063
2,114

223
451

（調整手当）
（通勤手当）

（H24特例手当）
※

千円 千円 千円 千円

15,899 9,286 4,403
1,671

173
364

（調整手当）
（通勤手当）

（H24特例手当）
千円 千円 千円 千円

13,536 8,018 3,630
1,443

135
307

（調整手当）
（通勤手当）

（H24特例手当）
◇

千円 千円 千円 千円

15,907 9,286 4,403
1,671

181
364

（調整手当）
（通勤手当）

（H24特例手当）

A理事

B理事

C理事

前職
就任・退任の状況

役名
その他（内容）

法人の長

国立大学法人評価委員会が行う本学の業務の実績に関する評価の結果及び役員として
の職務実績を総合的に勘案して、役員に支給する期末特別手当を増額または減額する。

平成24年7月1日から平成26年3月31日までの間、本給月額、調整手当及
び期末特別手当からそれぞれ100分の9.77を乗じた額を減じて支給すること
とした。また、役職員の生活支援のため、平成24年度に限り「平成２４年度特
例手当」を支給することとした。

改定なし

改定なし

平成24年7月1日から平成26年3月31日までの間、本給月額、調整手当及
び期末特別手当からそれぞれ100分の9.77を乗じた額を減じて支給すること
とした。また、役職員の生活支援のため、平成24年度に限り「平成２４年度特
例手当」を支給することとした。

平成24年7月1日から平成26年3月31日までの間、本給月額、調整手当及
び期末特別手当からそれぞれ100分の9.77を乗じた額を減じて支給すること
とした。また、役職員の生活支援のため、平成24年度に限り「平成２４年度特
例手当」を支給することとした。
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千円 千円 千円 千円

15,865 9,286 4,403
1,671

139
364

（調整手当）
（通勤手当）

（H24特例手当）
千円 千円 千円 千円

15,872 9,286 4,403
1,671

146
364

（調整手当）
（通勤手当）

（H24特例手当）
千円 千円 千円 千円

12,415 7,215 3,421
1,298

197
283

（調整手当）
（通勤手当）

（H24特例手当）
千円 千円 千円 千円

2,400 2,400 0
（　　　　）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
　　　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。
注３：総額、各内訳について千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。
注４：「調整手当」とは、民間の賃金水準が高い地域に在勤する役員に支給しているものである。
注５：「H24特例手当」とは、「平成２４年度特例手当」の略称であり、役職員の生活支援のため、
　　　平成２４年度に限り支給する手当である。　

３　役員の退職手当の支給状況（平成２４年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注１：「摘要」欄には、具体的な業績の評価等、退職手当支給額の決定に至った事由を記入する。
注２：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

摘　　要

E理事

B監事
（非常勤）

監事

監事
（非常勤）

法人の長

理事

理事
（非常勤）

法人での在職期間

A監事

D理事
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

決定する。（国家公務員の給与制度と同様）

　ウ 平成２４年度における給与制度の主な改正点

　① 人件費管理の基本方針

給与種目 制度の内容

昇格・降格

昇格：特に労働成績が優秀で、かつ本学が定める必要経験年数又は
       必要在級年数を有している者は、上位の職務の級に決定することが
       出来る。（国家公務員の給与制度と同様）
降格：労働成績が不良な場合は下位の級に決定することが出来る。
        （国家公務員の給与制度と同様）

賞与：勤勉手当
（査定分）

6月1日及び12月1日(以下「基準日」という)にそれぞれ在職する職員に対し、
基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の労働成績に応じて支給割合を

昇給
労働成績に応じ、5段階の区分に分け、0～8号給以上の区分の範囲内で
労働成績に応じ昇給させる。（国家公務員の給与制度と同様）

中期目標期間中の予算の年度展開を参考に、本学で決定された当初予算の範囲
内で人件費を効率的に運用するため、全学的な視点から人件費管理を行う。

給与法に定める職種に応じた俸給表を参考として、毎年の人事院勧告を考慮し、決

定する。

個人評価の結果を基礎資料とした職員の労働成績に応じ、昇給、昇格、降格及び

勤勉手当における支給割合の増減を行う。

【平成24年4月1日より施行】
・医員・レジデントに支給していた時間外診療従事手当を廃止し、時間外労働手当を
支給することとした

【平成24年7月1日より施行】
・36歳未満の職員について､給与構造改革期間中(平成18～21年度)に抑制されてき
た昇給分を1号給ないし2号給回復させた
・40歳以上の職員が受けることとなる号給を対象に平均0.23%（最高0.5%）の引き下げ
改定を行った
・特例法に基づく国家公務員の給与の見直しに関連して、以下の措置を講ずることと
した。

（職員について）
・実施期間：平成24年7月～平成26年3月
・本給表関係の措置の内容：

本給月額から、本給月額に職務の級に応じた削減率（平均▲7.57%）を乗じた額
を減ずる

・諸手当関係の措置の内容：
ア．管理職手当 当該職員の管理職手当の月額に100分の10を乗じて得た額を

減ずる
イ．調整手当 当該職員の本給月額に対する調整手当の月額に当該職員の本

給削減率を乗じて得た額並びに当該職員の管理職手当に対する調整手当の
月額に100分の10を乗じて得た額を減じる

ウ．期末手当 当該職員が受けるべき期末手当の額に、100分の9.77を乗じて
得た額を減じる

エ．勤勉手当 当該職員が受けるべき勤勉手当の額に、100分の9.77を乗じて
得た額を減じる
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２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

1499 41.7 6,789 5,134 120 1,655
人 歳 千円 千円 千円 千円

261 41.0 6,070 4,577 162 1,493
人 歳 千円 千円 千円 千円

553 48.4 8,958 6,751 123 2,207
人 歳 千円 千円 千円 千円

525 35.4 5,227 3,970 85 1,257
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

159 40.5 5,584 4,272 150 1,312

※常勤職員については、在外職員、任期付職員、再任用職員及び年俸制適用者を除く。
※技能・労務職種については、該当者が1人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、
　人数以外は記載していない。

※医療職員(病院医師)については、該当無しのため欄を省略する。

人 歳 千円 千円 千円 千円

2

※在外職員については、該当者が2人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、人数
　以外は記載していない。

技能・労務職種

医療職種
（病院医療技術職員）

医療職種
（病院看護師）

在外職員

区分

常勤職員

うち所定内

事務・技術

教育職種
（大学教員）

うち賞与平均年齢
平成２４年度の年間給与額（平均）

総額
人員

・国と異なる措置の概要：
医療職員本給表（二）の適用を受ける職員については、看護特例調整により、

本給削減率が100分の0.77、管理職手当の削減率が100分の1、期末手当・勤勉
手当の削減率が100分の0.77となるよう調整をおこなう

（役員について）
・実施期間：平成24年7月～平成26年3月
・本給表関係の措置の内容：本給月額から、本給月額に100分の9.77を乗じた額

を減ずる
・諸手当関係の措置の内容：

ア．調整手当 当該役員の本給月額に対する調整手当の月額に100分の9.77を
乗じて得た額を減じる

イ．期末特別手当 当該職員が受けるべき期末特別手当の額に、100分の9.77
を乗じて得た額を減じる

・国と異なる措置の概要：なし

【平成25年3月1日より施行】
・役職員の生活支援のため、平成24年度に限り「平成２４年度特例手当」を支給する
こととした。
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人 歳 千円 千円 千円 千円

6 61.7 4,781 3,936 193 845
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 61.8 4,050 3,463 150 587
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

※教育職種(大学教員)、医療職種(病院医師)については、該当無しのため欄を省略する。
※再任用職員の医療職種（病院看護師）、技能・労務職種、医療職種（病院医療技術職員）については、該当者が
　１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、人数以外は記載していない。

人 歳 千円 千円 千円 千円

73 34.8 3,994 3,083 139 911
人 歳 千円 千円 千円 千円

35 37.1 3,504 2,716 146 788
人 歳 千円 千円 千円 千円

9 38.7 6,162 4,713 104 1,449
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 43.8 5,298 4,093 101 1,205
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 26.7 3,203 2,482 95 721
人 歳 千円 千円 千円 千円

21 30.0 3,882 2,995 157 887

※医療職種(病院医師)については、該当無しのため欄を省略する。

※任期付職員については、該当無しのため表を省略する。

人 歳 千円 千円 千円 千円

51 42.0 8,261 8,261 135 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

51 42.0 8,261 8,261 135 0
※事務・技術、医療職種(病院医師)、医療職種（病院看護師）については、該当無しのため欄を省略する。

人 歳 千円 千円 千円 千円

2
※年俸制が適用される在外職員については、該当者が２人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそ
　れのあることから、人数以外は記載していない。

※年俸制が適用される任期付職員、再任用職員、非常勤職員の区分については、該当無しのため表を省略する。

医療職種
（病院医療技術職員）

非常勤職員

事務・技術

医療職種
（病院医療技術職員）

事務・技術

再任用職員

年俸制適用者
・常勤職員

教育職種
（大学教員）

年俸制適用者
・在外職員

技能・労務職種

技能・労務職種

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院看護師）

医療職種
（病院看護師）
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②

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

部長 5 56.9 9,122 9,687 9,781

課長 20 53.3 8,442 8,726 9,012

課長補佐 30 49.8 7,187 7,464 7,738

係長 107 42.4 5,675 6,194 6,700

主任 23 41.9 4,741 5,494 6,337

係員 76 31.1 3,604 4,028 4,252

平均年齢 平均人員分布状況を示すグループ

年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師）)〔在外職
員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、⑤まで同じ。〕
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（教育職員（大学教員））

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

教授 141 56.5 10,455 11,242 11,783

准教授 114 50.4 8,629 9,081 9,756

講師 100 47.5 8,160 8,519 9,026

助教 198 41.9 6,724 7,137 7,515

平均人員分布状況を示すグループ 平均年齢
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（医療職員（病院看護師））

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

看護部長 2

副看護部長 4 51.3 7,634

看護師長 31 49.3 7,032 7,232 7,436

副看護師長 67 44.7 5,838 6,339 6,746

看護師 421 32.6 4,076 4,755 5,272

※看護部長の該当者は２人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、平
　 均年齢及び年間給与の平均額は表示していない。
※副看護部長の該当者は４人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
　 年間給与額の第１・第３分位については表示していない。

平均分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
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③

（事務・技術職員）

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

係員 主任 専門職員 課長補佐 課長、事務長 課長 部長
係員 係長 専門員 室長 事務長 次長

主任 主任専門職員 課長補佐、専門員 室長
専門職員、係長 主任専門職員

人 人 人 人 人 人 人 人

261 39 37 41 92 27 20 4
（割合） （14.9%） （14.2%） （15.7%） （35.2%） （10.3%） （7.7%） （1.5%）

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

42 58 59 58 58 59 58
～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

24 26 32 31 41 41 51
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

3,446 4,653 5,545 5,891 5,889 7,147 7,830

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

2,491 2,720 3,271 3,229 4,765 5,497 6,857
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

4,417 5,978 7,534 7,876 8,121 9,334 10,905

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

3,263 3,561 4,431 4,298 6,518 7,681 8,970

区分 計 ８級 ９級 １０級

事務局長 事務局長 学長が定める職

部長
次長

人 人 人 人

261 1
（割合） （0.4%） （　 　　%） （　 　　%）

歳 歳 歳

～ ～ ～

千円 千円 千円

～ ～ ～

千円 千円 千円

～ ～ ～

※８級における該当者が１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
　「年齢（最高～最低）」以下の事項について記載していない。

年間給与
額(最高～

最低)

標準的
な職位

人員

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

標準的
な職位

人員

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

 職級別在職状況等（平成２５年４月１日現在）（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員
（病院看護師））

9



（教育職員（大学教員））

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

助教 講師 准教授 教授 学長が定める職

人 人 人 人 人 人 人

553 198 100 113 142
（割合） （　 　　%） （35.8%） （18.1%） （20.4%） （25.7%） （　 　　%）

歳 歳 歳 歳 歳 歳

64 63 64 64

～ ～ ～ ～ ～ ～

31 34 34 43
千円 千円 千円 千円 千円 千円

6,472 7,308 7,918 10,774

～ ～ ～ ～ ～ ～

4,349 4,871 4,971 6,174
千円 千円 千円 千円 千円 千円

8,331 9,651 10,479 14,471

～ ～ ～ ～ ～ ～

5,778 6,427 6,532 8,448

（医療職員（病院看護師））

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

看護師 副看護師長 看護師長 看護部長 看護部長 看護部長
副看護部長 副看護部長

人 人 人 人 人 人 人 人

525 421 72 27 4 1
（割合） （　 　　%） （80.2%） （13.7%） （5.1%） （0.8%） （0.2%） （　 　　%）

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

59 59 58 57

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

22 30 43 48
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

5,210 5,669 5,962 6,467

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～
2,669 3,810 5,038 5,224

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

6,851 7,505 8,149 8,575

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

3,523 4,928 6,972 7,377
※６級における該当者が１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
　「年齢（最高～最低）」以下の事項について記載していない。

人員

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

標準的
な職位

標準的
な職位

人員

年齢（最高
～最低）

年間給与
額(最高～

最低)

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)
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④

（事務・技術職員）
夏季（６月） 冬季（１２月） 計

％ ％ ％

62.6 64.3 63.4

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

37.4 35.7 36.6

％ ％ ％

         最高～最低 52.7 ～ 30.4 49.3 ～ 30.3 51.1 ～ 30.6

％ ％ ％

62.8 64.9 63.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

37.2 35.1 36.1

％ ％ ％

         最高～最低 43.8 ～ 28.4 41.0 ～ 28.7 42.4 ～ 29.9

（教育職員（大学教員））
夏季（６月） 冬季（１２月） 計

％ ％ ％

61.9 65.0 63.4

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

38.1 35.0 36.6

％ ％ ％

         最高～最低 53.5 ～ 33.5 41.5 ～ 31.0 46.8 ～ 32.3

％ ％ ％

65.1 67.7 66.4

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

34.9 32.3 33.6

％ ％ ％

         最高～最低 43.8 ～ 32.3 40.4 ～ 22.9 41.8 ～ 31.2

（医療職員（病院看護師））
夏季（６月） 冬季（１２月） 計

％ ％ ％

58.7 61.7 60.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

41.3 38.3 39.8

％ ％ ％

         最高～最低 45.2 ～ 34.5 41.8 ～ 31.9 43.5 ～ 33.2

％ ％ ％

64.4 66.9 65.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

35.6 33.1 34.3

％ ％ ％

         最高～最低 43.8 ～ 32.7 41.0 ～ 30.2 42.4 ～ 31.4

一般
職員

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

賞与（平成24年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員
（病院看護師））

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分
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⑤

【事務・技術職員】
対国家公務員（行政職（一）） 105.9
対他の国立大学法人等（事務・技術職員) 115.5

【教育職員(大学教員)】
対他の国立大学法人等（教育職員(大学教員)) 108.4

【医療職員(病院看護師)】
対国家公務員（医療職（三）） 117.2
対他の国立大学法人等(医療職員(病院看護師)) 110.3

注：　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他の国立大学法人等」

においては、すべての国立大学法人等を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給

給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案　　　　　　 93.1

参考 学歴勘案　　　　　　 105.3

地域・学歴勘案　　　93.5

内容

対国家公務員　　105.9

指数の状況

　　与水準を100として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出

項目

　給与水準の適切性の
　検証

講ずる措置
今後も国家公務員の給与水準等を考慮し、適切な水準の維持に努める。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

・特例法に基づく国家公務員の給与削減が平成24年4月1日から行われた
のに対し、本学では同法に関連した給与削減措置を行うにあたり、労使交
渉等での調整を慎重に行い、実際の削減実施を平成24年7月1日からとした
ため、対国家公務員指数が高くなったものと考えられる。
・調整手当（地域手当）の支給割合が一律18％の本学と、様々な支給割合
の国家公務員と比較しているため、対国家公務員指数が高くなっているも
のと考えられる。

【主務大臣の検証結果】
地域差を是正した給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっ
ていること等から給与水準は適正であると考える。引き続き適正な給与水準
の維持に努めていただきたい。

【国からの財政支出について】
（平成24年度予算）
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　30.9％
国からの財政支出額15,015百万円(運営費交付金)、710百万円(施設整備
費補助金等）、301百万円（補助金等収入）
支出予算の総額　51,851百万円

【検証結果】
適正であると考えられる。

職員と国家公務員及び他の国立大学法人等との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員／教
育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））
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○医療職員（病院看護師）

地域勘案　　　　　　 112.1

参考 学歴勘案　　　　　　 118.7

地域・学歴勘案　　　112.4

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標　 109.9

（注）上記比較指標は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、

平成24年度の教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した

指数である。

なお、平成19年度までは教育職員（大学職員）と国家公務員（平成15年度の教育職（一））

との給与水準（年額）の比較指標である。

　給与水準の適切性の
　検証

【国からの財政支出について】
（平成24年度予算）
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　30.9％
国からの財政支出額15,015百万円(運営費交付金)、710百万円(施設整備
費補助金等）、301百万円（補助金等収入）
支出予算の総額　51,851百万円

【検証結果】
適正であると考えられる。

内容

対国家公務員　　117.2

指数の状況

講ずる措置
今後も国家公務員の給与水準等を考慮し、適切な水準の維持に努める。

項目

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

・特例法に基づく国家公務員の給与削減が平成24年4月1日から行われた
のに対し、本学では同法に関連した給与削減措置を行うにあたり、労使交
渉等での調整を慎重に行い、実際の削減実施を平成24年7月1日からとした
ことと、医療職員（病院看護師）については、本給削減率を100分の0.77、管
理職手当の削減率を100分の1、期末手当・勤勉手当の削減率を100分の
0.77とする看護特例調整を行うなど、国と異なる措置を実施したことから、対
国家公務員指数が高くなったものと考えられる。
・調整手当（地域手当）の支給割合が一律18％の本学と、様々な支給割合
の国家公務員と比較しているため、対国家公務員指数が高くなっているも
のと考えられる。
・平成24年国家公務員給与等実態調査の公務員の適用俸給表別、性別、
最終学歴別人員の俸給表医（三）による最終学歴が、大卒3.9％、短大卒
86.5％、高卒9.6％であるのに対し、本学は、大卒49.6％、短大卒50.4％、
高卒0％であり、国と比べて初任給決定基準学歴が高いため、対国家公務
員指数が高くなっているものと考えられる。
・平成24年国家公務員給与等実態調査の公務員の適用俸給表別、級別
（最終学歴別）人員の俸給表医（三）によると、国家公務員の１級（准看護
師）の構成割合が10.6％と、本学の構成割合の0％と比較して著しく高い。こ
の１級職員の構成比の違いにより、対国家公務員指数が高くなっているもの
と考えられる。

【主務大臣の検証結果】
法人の看護職員の職員構成と国の職員構成が異なっていること、法人の給
与制度は国家公務員の制度と概ね同様であることから、給与水準は概ね適
正であると考える。
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Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成24年度）

前年度
（平成23年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

※表内の各金額について千円未満切り捨てのため、最広義人件費とその内訳の合計額は必ずしも
一致しない。
※「給与、報酬等支給総額」において、附属病院等収入により雇用される承継職員（国立大学法人法
（平成15年法律第112号）附則第四条の規程に基づき、本法人の職員となった者及び当該職員の
退職に伴い補充した職員）の給与、報酬等支給額を含んでいるため、財務諸表附属明細書の
「18役員及び教職員の給与の明細」における常勤の合計額と一致しない。
※「非常勤役職員等給与」において、寄付金、受託研究費その他競争的資金等により雇用される
職員に係る費用及び人材派遣契約に係る費用等を含んでいるため、財務諸表附属明細書の
「18役員及び教職員の給与の明細」における非常勤の合計額と一致しない。

総人件費について参考となる事項
①「給与、報酬等支給総額」について
　当年度の支給総額は11,102,923千円となり、前年度に比べ384,082千円の減少となった。これは
特例法に基づく国家公務員の給与見直しに関連して、本学で実施した給与減額支給措置により
374,942千円（役員7,570千円、事務・技術職種36,475千円、教育職種（大学教員）277,934千円、
医療職種（病院看護師）8,828千円、技能・労務職種329千円、医療職種（病院医療技術職員）
43,803千円）の削減を行ったことが主な要因となっていると思われる。
「最広義人件費」について
　当年度の非常勤役職員等給与は7,932,403千円となり、前年度に比べ552,327千円の増加と
なった。要因として、事務・技術職種136,366千円、教育職種217,505千円、医療職種（病院看護
師）162,636千円、医療職種（病院医療技術職員）143,423千円の増加等があげられ、また給与
減額支給措置により、非常勤役職員の給与から122,597千円（事務・技術職種67,783千円、教育
職種（大学教員）30,579千円、医療職種（病院看護師）12,340千円、技能・労務職種453千円、
医療職種（病院医療技術職員）11,440千円）の削減を行っている。

②「退職手当支給額」について
　退職手当支給額については、前年度に比べ定年退職者が減少したことおよび「国家公務員の退
職手当の支給水準引下げ等について」（平成24年8月7日閣議決定）に基づき本学で行った規則改
正による28,165千円の削減（事務・技術職種5,864千円、教育職種（大学教員）14,775千円、医療
職種（病院看護師）3,073千円、技能・労務職種1,043千円、医療職種（病院医療技術職員）
3,407千円）により、合計で138,727千円減少した。
　また、非常勤役職員等に支給される退職手当の削減額については、医療職種（病院看護師）に係
る722千円となっている。

区　　分

（ ▲3.3%）

最広義人件費

193,1782,393,793 2,335,985
福利厚生費

（　　0.4%）

▲ 530,084

790,348

7,932,403 7,380,076

39,411929,075 ▲ 138,727

（ ▲4.6%）

中期目標期間開始時（平
成22年度）からの増△減比較増△減

退職手当支給額

非常勤役職員等給与

給与、報酬等支給総額
▲ 384,082

（　　8.8%）

（　  7.5%） 991,932552,327 （　14.3%）

11,102,923 11,487,005

（　　3.2%）22,219,469 22,132,141 87,328 694,438

57,808 （　　2.5%）

（▲14.9%） （　　5.2%）
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Ⅳ 法人が必要と認める事項

「国家公務員の退職手当の支給水準引き下げ等について」（平成24年8月7日閣議決定）に基づき
平成25年1月から以下の措置を講ずることとした。

【役員に関し講じた措置の概要】
　　国立大学法人東京医科歯科大学役員退職手当規則における退職手当額の算出方法について、
　下記の通り改正した
　①役員在職期間のみの役員
　　「在職期間１月につき、退職の日におけるその者の本給月額に100分の12.5の割合を乗じて得た
　額に業績勘案率を乗じて得た金額」から、「在職期間１月につき、退職の日におけるその者の本給
　月額に100分の10.875の割合を乗じて得た額に業績勘案率を乗じて得た金額」とした。
　　ただし経過措置として、上記「100分の10.875」とあるのは、平成25年1月1日から同年9月30日ま
　での間においては「100分の12.25」、平成25年10月1日から平成26年6月30日までの間においては
　「100分の11.5」とする。
　②職員から引き続き役員となった場合等
　　職員退職手当規則を、退職手当の基本額の調整も含めて準用する
【職員に関し講じた措置の概要】
　　国立大学法人東京医科歯科大学職員退職手当規則における退職手当額の算出方法について、
　国家公務員退職手当法の改正に準じ、調整率を100分の104から100分の87にする改正を行った。
　　ただし経過措置として、上記「100分の87」とあるのは、平成25年1月1日から同年9月30日までの
　間においては「100分の98」、平成25年10月1日から平成26年6月30日までの間においては「100分
　の92」とする。
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